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  感が高い。  
４．職場の良好な人間関係や対人関係のポジティブな姿勢は自己効力感に影響を  
  及ぼす。  
 
【調査分析】  
2019 年 10 月 29 日から 2019 年 10 月 31 日の期間にインターネットを利用した
アンケートを実施。対象は国内在住の社会人（事務労働に従事するホワイトカラ
ーの正社員）で回答者数は 420 名。  
１．一般性セルフ・エフィカシー尺度（GSES）に基づき、GSE の調査。  
２．GSE レベルを各種の属性ごとに分析。  




と仮定される要素を８つの仮説因子として設定した 40 問の質問アンケートも実施。 
 
【考察】  



























もに各 210 サンプルを回収したこと、年齢層は 30 歳代のサンプルを意図的に多
く回収したことも影響してか、職位については、一般社員のサンプル数が  66％と
半数を超えた。これに呼応する形で個人年収についても 200～599 万円の低中間
層が 62％を占めた。  
３つ目の限界は、人材育成の施策が短期あるいは長期的な GSE の形成過程に影
響を及ぼし得るかどうかの包括的な検討までは実施していない。  
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日本における総人口は 2008 年の１億 2,808 万人をピークに減少に転じ、2018 年
は 1 億 2,644 万人となった。2018 年の生産年齢人口比率（15～64 歳の割合）は 59.7％
（前年比 0.3 ポイント減）となった一方、高齢化率（65 歳以上の割合）は 28.1％（同
0.4 ポイント増）であった3。「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」4によると、
少子・高齢化の進行により、総人口は急速な減少が見込まれ、2053 年に１億人を割
り、2065 年には 8,808 万人になる見通しである。その結果、2065 年の生産年齢人口





図表 1：年齢３区分別総人口推計（0～14 歳,15～64 歳,65 歳以上） 
 
（出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計」に基づき筆者作成）  
 
3 出典：総務省「国政調査」、「人口推計」  
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たものの、景気回復や多様な人材の活躍支援などの対策によって、2013 年から 6 年
連続で増加している。2018年の労働力人口は前年比 110万人増の 6,830万人となり、
男女別では、男性が 3,817 万人（前年比 33 万人増）、女性が 3,014 万人（同 77 万
人増）となった。2018 年の労働力率6は 61.5％となり、6 年連続で上昇している7。  








5 労働力人口：15 歳以上の就業者と完全失業者の合計  
6 労働力率：15 歳以上人口に占める労働力人口の割合  
7 総務省「労働力調査」  
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状態にある。国際的にみても、2018 年の平均値 2.4％は OECD 加盟 35 ヵ国のなか
でチェコ共和国に次いで２番目に低い値となった。  
日本銀行の短観11によると、雇用人員の過不足感を示す雇用判断 DI12は、引き続














65 歳以上の正規雇用労働者数が 111 万人となり、労働力調査が開始された 2002 年































によると、2017 年度の日本企業の海外現地法人数は 25,034 社と、この 10 年間で 1.5
倍に増加しており、特に非製造業の法人数の増加が顕著である。現地法人の従業員
数も増加しており、2017 年度は前年度比 6.5%増の 595 万人となった。地域別にみ
ると、現地法人数、従業員ともに中国が最も多く、次いで ASEAN10、北米となっ
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て、一般的に図表  4 に示されたように我々の行動や気分、情緒的な状態に影響を及
ぼすといわれている。  
 
図表  4：結果予期と効力予期の組み合わせによる行動規定  
 



































































































GSE についての研究は、Sherer et al.（1982）が GSE を測定する尺度を作成した
ことをきっかけとして、1980 年代後半になってから研究が進み始めた。  
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第３項 GSE 測定に関する研究 












フ・エフィカシー尺度（General Self-Efficacy Scale）であり、16 項目からなって
いる。これは自己効力感が高く認知された場合の行動特徴と自己効力感が低く認





主観的な感覚としての人格特性的自己効力感尺度”（the Scale Measuring a Sense 
of Generalized Self-Efficacy Scale）を作成した。  
その他、三好・大野（2011）によると、日本語に翻訳されていないが、Tipton & 




によって構成されている。本来は 27 項目あるが、因子負荷量の高い 10 項目から
構成されている短縮版があり、広く用いられている。他にも Schwarzer（1994）が
作成したドイツ語の 10 項目からなる尺度などがあると整理している。   
 













職業満足と人生満足に直接的・間接的に影響をもつ（ Judge, Locke, Durham, & 
Klugar, 1998）、仕事の遂行への動機づけや仕事のパフォーマンスとも正の関連が
ある（Judge, Erez, &Bono, 1998）、動機づけとパフォーマンス、さらには目標設




研究をメタ分析によって総括したのが、Judge & Bono（2001）である。GSE を含
むコアな自己評価は職業満足、人生満足、職業パフォーマンスなどとポジティブ
に関連していることが示されていると説明している。  
さらに三好・大野（2011）によると、Judge, Erez, Bono, & Thoresen（2002）は
自尊心の高さ、GSE、内的統制型、情緒的安定性の高さそれぞれの尺度が互いに強
く関連している 1 因子構造であり、判別妥当性や増分妥当性も低いことを明らか
にし、コアな自己評価尺度（Core Self-Evaluation Scale）を開発した。12 項目の尺
度は信頼性が高く、1 因子構造を示し、妥当性も高かった。非欧米文化である日本
においても欧米文化圏における結果と一貫して、自尊心の高さ、GSE、内的統制型、
情緒的安定性の高さという４つの下位特性は 1 次元構造を示した（Piccolo, Judge, 
Takahashi, Watanabe & Locke, 2005）。この研究では同時に欧米文化とは異なる
文化においてもコアな自己評価の普遍性が示され、コアな自己評価が職業満足、
人生満足、幸福の判断に影響を及ぼしていることが明らかにされている（Piccolo 

















己効力感を測定するための尺度 Skills Confidence Inventory（Betz, Borgen, & 











第３項 GSE の変化に関する研究 
三好・大野（2011）によると、GSE の変化に焦点を当てた研究として、これまで





する（Bandura, Adams, Hardy & Howells, 1980）。さらには言語的課題についての
自己効力感が上昇すれば数学的課題についての自己効力感も上昇する（Hackett, 











































 本調査の目的は、次の３項目である。  
１．企業に勤める会社員（ホワイトカラーに限定）の一般性セルフ・エフィカシ
ー尺度（GSES）に基づき、GSE のレベルについて調査する。  
２．GSE レベルを各種の属性ごとに分析を実施する。  




 本調査は、2019 年 10 月 29 日から 2019 年 10 月 31 日の期間に実施した。調査方
法は、以下の通りである。  
調査名  「ホワイトカラー調査  2019」   
方法      インターネットを利用したアンケート   
期間      2019 年 10 月  29 日～2019 年 10 月 31 日   
調査対象  日本国内在住の社会人  
（事務労働に従事するホワイトカラーの正社員）  
回答者数  420 名   
性別   男性・女性  各  210 名   
年齢   20 歳～59 歳（平均年齢：38.7 歳）   
業種   公務員、経営者・役員、会社員（事務系・技術系・その他）   
調査内容   ①一般性セルフ・エフィカシー（GSE）に関連したアンケート  
  ②会社・職場・仕事に関するアンケート  
 
図表 5：回答者の年齢分布 
年齢  20～29 30～34 35～39  40～49 50～59 計 
男性 42 42 42  42 42 210 
女性 42 42 42  42 42 210 
計 84 84 84  84 84 420 





（出所：「ホワイトカラー調査  2019」に基づき、筆者作成）  
基本属性             n             %
性別 男性 210 50.0
女性 210 50.0








未既婚 未婚 183 44.5
既婚 233 55.5
子供の有無 子供あり 190 45.2
子供なし 230 54.8



































的な GSES として、坂野・東條（1986）が作成した 16 項目からなる GSES、シュワ
ルツァー（Schwarzer, 1992）らが作成した 10 項目からなる GSES などが挙げられ
る。前者は日常生活のさまざまな状況における個人の一般性セルフ・エフィカシー
の強さを測定する尺度として作成され、その信頼性と妥当性が検証されている。後






  質問項目 
Q1 十分に努力すれば、難しい問題があっても何とか解決できる。  
Q2 反対があっても、自分が望むやり方や方法を見つけることができる。  
Q3 私はきっと自分のゴールを達成すると思う。  
Q4 予想外のことが起こっても、上手く処理できる自信がある。  
Q5 私は困難な状況に対応できるので、先が見通せない状況にも対処できる。  
Q6 必要な努力をすれば、私はほとんどの問題を解決することができる。  
Q7 私はストレス対応力があるので、困難な状況であっても落ち着いていられる。  
Q8 問題に直面したときには、私はいくつかの解決策を考えることができる。  
Q9 トラブルの際であっても、解決策を考えることができる。  
Q10 何が起きても、私は状況をハンドル（統御）することができる。  








回答者  420 名における一般性セルフ・エフィカシー（GSE）調査の結果、男女を
含む全体の平均値が 34.27、標準偏差は 6.663 であった。  
 
図表 8：一般性セルフ・エフィカシー（GSE）ヒストグラム 




図表 9：一般性セルフ・エフィカシー（GSE）男性 ヒストグラム 
 
（出所：「ホワイトカラー調査  2019」の結果に基づき、筆者作成）  
図表 10：一般性セルフ・エフィカシー（GSE）女性 ヒストグラム 




回答者  420 名における質問項目別の平均値および標準偏差を図表  11 に示す。
男女を含む GSE 合計値の平均は 34.27、標準偏差は 6.66 であった。  
最も平均値が高い項目は男女共に「十分に努力すれば、難しい問題があっても何
とか解決できる」（全体 M=3.70、男性 M=3.75、女性 M=3.65）で、次いで「トラブ
ルの際であっても、解決策を考えることができる」（全体 M=3.65、男性 M=3.71、
女性 M=3.59）となり、解決行動に関する項目が高い値を示した。また、この 2 項目
は標準偏差の平均もそれぞれ 0.79、0.85 と何れも質問項目の中でも低い値を示した。 
 一方、最も低い値の項目は「私はストレス対応力があるので、困難な状況であっ
ても落ち着いていられる」（全体 M=3.07、 男性 M=3.18、 女性 M=2.96）であった。  
 
図表 11：GSE 設問毎の平均値・標準偏差 
 
（出所：「ホワイトカラー調査 2019」の結果に基づき、筆者作成）  
男女間










3.41 0.90 3.54 0.91 3.28 0.88 0.26
Q3 私はきっと自分のゴール
を達成すると思う。





































3.20 0.87 3.37 0.88 3.03 0.83 0.34






値を図表  12 に示す。GSE の平均値が最も高い年齢層は 30 才～34 才で平均値は
35.44、中央値は 35.00、標準偏差は 6.61 であった。他方、GSE の平均値が最も低い
年齢層は 50才～54才で平均値は 33.24、中央値は 32.00、標準偏差は 6.70 であった。  
 
図表 12：GSE 年齢層毎の平均値・標準偏差・最小値・最大値 
 
      （出所：「ホワイトカラー調査 2019」の結果に基づき、筆者作成） 
 
図表 13：GSE 年齢層毎の平均値・最小・最大値 
 
（出所：「ホワイトカラー調査 2019」の結果に基づき、筆者作成）   
年齢層 n 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
20才～24才 22 34.50 34.00 5.28 24 45
25才～29才 62 33.60 34.00 6.55 12 50
30才～34才 84 35.44 35.00 6.61 19 50
35才～39才 84 33.61 34.00 7.14 12 50
40才～44才 44 34.86 35.50 6.85 20 50
45才～49才 40 34.40 35.00 7.00 20 50
50才～54才 46 33.24 32.00 6.70 22 50




 男性の GSE の合計値の平均は 35.23、標準偏差は 6.78 であった。他方、女性の
GSE の合計値の平均は 33.30、標準偏差は 6.41 であった。男女間では男性の合計値
の平均が女性の平均値よりも 1.93 上回る結果を示した。  
 





　性別 n 平均値 標準偏差 t値 p値
男性 210 35.23 6.78







 男性回答者 210 名における年齢層毎の平均値および中央値、標準偏差、最小値、
最大値を図表  15 に示す。GSE の平均値が最も高い年齢層は 30 才～34 才で平均値
36.93、中央値は 36.50、標準偏差は 6.33 であった。  
 




図表 16：GSE 男性 年齢層毎の平均値・最小・最大値 
 
（出所：「ホワイトカラー調査 2019」の結果に基づき、筆者作成） 
年齢層 n 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
20才～24才 7 36.43 36.00 3.95 32 44
25才～29才 35 34.80 34.00 6.19 21 50
30才～34才 42 36.93 36.50 6.33 24 50
35才～39才 42 34.88 34.00 7.22 20 50
40才～44才 18 34.94 35.50 7.02 25 47
45才～49才 24 34.67 35.50 7.99 20 50
50才～54才 19 34.21 34.00 7.17 24 48





 女性回答者 210 名における年齢層毎の平均値および中央値、標準偏差、最小値、
最大値を図表  17 に示す。GSE の平均値が最も高い年齢層は 40 才～44 才で平均値
34.81、中央値は 36.00、標準偏差は 6.87 であった。  
 




図表 18：GSE 女性 年齢層毎の平均値・最小・最大値 
     
          （出所：「ホワイトカラー調査 2019」の結果に基づき、筆者作成） 
年齢層 n 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値
20才～24才 15 33.60 33.00 5.69 24 45
25才～29才 27 32.04 33.00 6.79 12 44
30才～34才 42 33.95 32.00 6.62 19 50
35才～39才 42 32.33 32.00 6.92 12 43
40才～44才 26 34.81 36.00 6.87 20 50
45才～49才 16 34.00 34.50 5.40 24 44
50才～54才 27 32.56 31.00 6.41 22 50































































































い」（M＝3.89）で仮説因子の社会貢献に設定した項目であった。   
一方、最も低い値を示した項目が「社内外のボランティア活動に参加している」
（M＝2.15）で、次いで「自分のキャリアについて何か決断する時は、同僚に相談








Q16 自分の能力が十分に発揮できるような仕事をしたい 4.08 0.78
Q17 自分の個性が活かすことができる職場で働きたい 3.91 0.87
Q34 職場では信頼され、頼りになる存在でありたい 3.89 0.93
Q15 人から感謝してもらえるような仕事をしたい 3.89 0.91
Q33 職場では周囲との調和が何よりも大切だと思う 3.83 0.84
Q28 企業の一員として、しっかりと任された職責を果たしていきたい 3.79 0.88
Q19 仕事を通じて自分の能力、スキルを向上させたい 3.74 0.95
Q8 仕事でミスをした時、自分を客観的な視点で振り返ることがある 3.73 0.83
Q7 成功や失敗は自分の能力や努力の結果である 3.68 0.85
Q40 将来が保障され、安心感をもって仕事に取り組めるキャリアを目指したい 3.65 0.93
Q13 社会的に存在意義がある仕事に従事したい 3.62 0.96
Q12 人の幸せに役立つような仕事がしたい 3.59 1.01
Q31 仕事を通じていろいろな人たちに出会いたい 3.50 1.09
Q1 会社は企業理念を大切にしている 3.49 1.00
Q11 働くことを通じて、社会に何らかの貢献をしたい 3.42 1.11
Q30 これからも今の会社で働き続けていきたい 3.41 1.15
Q35 人間関係でうまくやっていく自信がある 3.38 1.03
Q32 違った部署の人々と親睦を深めるようにしている 3.33 1.13
Q23 注目の業界や企業で力を試すための転職も選択肢の一つである 3.31 1.16
Q39 将来のキャリア実現のため、自主的に学び続ける意欲がある 3.30 1.08
Q9 これまでを振り返ると運を味方にしたことが多い 3.29 1.05
Q20 辛くても充実感が感じられる仕事に従事したい 3.28 1.13
Q27 業績目標の達成に向けて日頃から努力している 3.26 1.06
Q4 会社主催の研修には積極的に参加している 3.26 1.15
Q18 今の仕事にやりがいを感じている 3.20 1.16
Q24 仕事を通じて成長実感が得られている 3.19 1.03
Q22 昇格や昇進の機会を逃さず、手に入れていきたい 3.19 1.19
Q29 現在の仕事とポジションに満足している 3.12 1.12
Q38 自分の仕事の経験や知識は、転職してもすぐに役に立つ 3.12 1.14
Q25 社外でも通用するような自分が得意とする専門領域がある 3.09 1.20
Q10 自分自身が将来何を目指しているか、自覚したことがある 3.06 1.07
Q2 人事考課は自身のことを正確に評価している 3.02 0.97
Q36 自分が想い描くキャリアプランがある 3.00 1.12
Q26 経営理念の実現、会社の発展を意識して働いている 2.95 1.09
Q3 社員の昇進昇格は公正に行われている 2.93 1.08
Q6 働きぶりや業績貢献に応じた適正な報酬を与えられている 2.91 1.10
Q5 会社は自立的なキャリア形成を促す研修プログラムを提供している 2.87 1.17
Q21 会社では高い役職につきたい 2.83 1.27
Q37 自分のキャリアについて何か決断する時は、同僚に相談する 2.71 1.19

















欲」因子と命名した。   
第３因子は４項目で構成されており、会社の社員に対する評価や処遇に関する












また、因子分析の妥当性を確認するために、KMO と Bartlett の検定を行ったと
ころ、KMO の標本妥当性の測度は  0.903 で、Bartlett の球面性検定の有意確率は  
p <.001 であり、ともに適正であると判断された。  
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さらに、内的整合性を検討するために  Cronbach の α 係数を算出したところ、  
「キャリア発達」は α＝.871、「貢献意欲」は α＝.852、「人事施策」は α＝.815、
「親和欲求」は α＝ .763、「上昇志向」は α＝ .873、「充実感」は α＝ .724、「自







Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
キャリア
発達
貢献意欲 人事施策 親和欲求 上昇志向 充実感 自己実現
(α=.871) (α=.852) (α=.815) (α=.763) (α=.873) (α=.724) (α=.719)
社外でも通用するような自分が得意とする専門領域がある .883 -.107 -.031 -.094 -.087 -.022 .059
自分の仕事の経験や知識は、転職してもすぐに役に立つ .818 -.147 -.038 .084 -.079 -.076 .004
将来のキャリア実現のため、自主的に学び続ける意欲がある .668 .108 -.015 .072 -.009 -.186 -.007
自分自身が将来何を目指しているか、自覚したことがある .648 .059 .043 -.124 -.049 -.008 .075
自分が想い描くキャリアプランがある .612 -.100 .065 .165 .152 -.123 -.039
経営理念の実現、会社の発展を意識して働いている .550 .088 .013 -.163 .075 .305 -.063
業績目標の達成に向けて日頃から努力している .480 .172 .006 -.054 .086 .195 .029
仕事を通じて成長実感が得られている .429 -.050 -.028 .072 .071 .343 .081
人の幸せに役立つような仕事がしたい -.081 .944 .037 .060 -.060 -.141 -.016
働くことを通じて、社会に何らかの貢献をしたい .090 .781 .033 -.065 -.047 .114 -.078
人から感謝してもらえるような仕事をしたい -.139 .747 .000 .068 -.058 -.064 .101
社会的に存在意義がある仕事に従事したい .023 .681 -.044 -.024 .025 .062 .089
社員の昇進昇格は公正に行われている -.117 -.097 .865 .093 .024 -.015 .020
人事考課は自身のことを正確に評価している .055 -.018 .779 .079 -.035 -.048 -.033
働きぶりや業績貢献に応じた適正な報酬を与えられている .009 .074 .756 -.107 -.004 .053 -.016
会社は自立的なキャリア形成を促す研修プログラムを提供している .087 .138 .447 -.099 .068 .113 -.067
人間関係でうまくやっていく自信がある .199 -.124 .074 .684 -.109 -.056 .080
職場では周囲との調和が何よりも大切だと思う -.315 .001 .045 .530 .019 .219 .087
違った部署の人々と親睦を深めるようにしている .206 .102 -.024 .522 .043 .010 -.192
職場では信頼され、頼りになる存在でありたい -.155 .209 -.110 .472 .120 .167 .098
仕事を通じていろいろな人たちに出会いたい .167 .312 -.031 .443 .022 .002 -.086
昇格や昇進の機会を逃さず、手に入れていきたい -.060 -.030 -.016 .004 1.050 -.033 -.032
会社では高い役職につきたい .074 -.100 .028 .001 .781 -.054 .041
これからも今の会社で働き続けていきたい -.143 .007 .042 .069 -.017 .737 -.038
今の仕事にやりがいを感じている .269 -.049 .046 .117 .016 .551 .017
現在の仕事とポジションに満足している .062 -.029 .249 .102 -.136 .439 .017
自分の能力が十分に発揮できるような仕事をしたい -.011 .127 -.008 .001 .008 -.057 .708









因子相関 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
Ⅰ － .452 .392 .494 .546 .449 .412
Ⅱ － .273 .515 .295 .325 .422
Ⅲ － .286 .176 .532 .080
Ⅳ － .409 .433 .340







の高い順から並べた結果は図表  22 の通りである。   
最も平均値の高い因子項目は、「自己実現」（M＝4.00）であった。次いで「貢






因子項目 平均値  標準偏差  
自己実現  4.00  0.73  
貢献意欲  3.63  0.83  
親和欲求  3.58  0.72  
充実感  3.24  0.92  
キャリア発達  3.12  0.80  
上昇志向  3.01  1.16  





















度数 平均値 標準偏差 t値 p値
男性 210 3.30 0.78
女性 210 2.95 0.78
男性 210 3.39 1.10
女性 210 2.63 1.09
男性 210 4.09 0.71
女性 210 3.90 0.74
男性 210 3.68 0.86
女性 209 3.58 0.80
男性 210 3.22 0.94
女性 210 3.27 0.90
男性 210 2.95 0.91
女性 210 2.92 0.82
男性 210 3.59 0.75
女性 210 3.58 0.69




























計値と７つの因子についてｔ検定を行った。その結果は図表  24 の通りである。









    度数  平均値  標準偏差  t 値 p 値   
キャリア発達  
未婚 187 2.99 0.82  
-3.16 .002 ** 
既婚 233 3.23 0.77  
一般性セルフ・エ
フィカシー（GSE） 
未婚 187 33.29 6.42  
-2.71 .007 ** 
既婚 233 35.05 6.76  
充実感  
未婚 187 3.11 0.87  
-2.71 .007 ** 
既婚 233 3.35 0.94  
親和欲求 
未婚 187 3.48 0.76  
-2.64 .009 ** 
既婚 233 3.67 0.68  
上昇志向  
未婚 187 2.85 1.15  
-2.58 .010 * 
既婚 233 3.14 1.15  
自己実現  
未婚 187 3.92 0.76  
-1.97 .052   
既婚 233 4.06 0.70  
貢献意欲  
未婚 186 3.57 0.85  
-1.45 .147   
既婚 233 3.69 0.81  
人事施策  
未婚 187 2.92 0.87  
-.27 .784   
既婚 233 2.94 0.87  
* p < . 05、 ** p < . 01 














                
    度数  平均値  標準偏差  t 値 p 値   
充実感  
子供いる 190 3.37  0.89  
2.58 .010 * 
いない 230 3.14  0.93  
上昇志向  
子供いる 190 3.14  1.11  
2.10 .037 * 
いない 230 2.90  1.19  
一般性セルフ・エ
フィカシー（GSE） 
子供いる 190 34.99  6.73  
2.04 .042 * 
いない 230 33.67  6.56  
キャリア発達  
子供いる 190 3.21  0.73  
1.94 .053   
いない 230 3.05  0.84  
親和欲求 
子供いる 190 3.65  0.63  
1.82 .069   
いない 230 3.53  0.79  
貢献意欲  
子供いる 190 3.66  0.76  
0.65 .519   
いない 229 3.61  0.88  
人事施策  
子供いる 190 2.96  0.83  
0.48 .629   
いない 230 2.91  0.90  
自己実現  
子供いる 190 4.01  0.69  
0.32 .747   
いない 230 3.98  0.76  











（F=2.68、  p <.05）。「キャリア発達」は勤続１年未満では平均値が 3.37 と最も
高く、勤続５年～７年未満になると平均値は中間の３に近い 3.07 に低下。その後、
勤続７年～10 年未満では 3.26 と上昇に転じ、勤続 10 年～20 年未満で中間の３を
下回る 2.92 と低下を示し、勤続 20 年以上で 3.15 に再度上昇を示す結果となった。
キャリアの初期は比較的高い水準であるが、その後に一旦落ち込み、キャリアの
中期から後半にかけて上昇傾向に転じるという傾向がみられた。   
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図表 26：勤続年数による差の検定  
 
 
勤続年数 度数 平均値 標準偏差 F値 p値
キャリア発達 1年未満 29 3.37 0.75
1～5年未満 110 3.20 0.77
5～7年未満 46 3.07 0.88
7～10年未満 55 3.26 0.77
10～20年未満 113 2.92 0.82
20年以上 67 3.15 0.73
人事施策 1年未満 29 3.15 1.05
1～5年未満 110 2.97 0.88
5～7年未満 46 2.93 0.90
7～10年未満 55 3.19 0.84
10～20年未満 113 2.80 0.79
20年以上 67 2.80 0.85
自己実現 1年未満 29 4.26 0.82
1～5年未満 110 4.08 0.75
5～7年未満 46 4.09 0.64
7～10年未満 55 3.90 0.74
10～20年未満 113 3.87 0.70
20年以上 67 3.97 0.72
貢献意欲 1年未満 29 3.78 1.04
1～5年未満 110 3.74 0.76
5～7年未満 46 3.71 0.79
7～10年未満 55 3.72 0.81
10～20年未満 113 3.49 0.84
20年以上 66 3.51 0.85
上昇志向 1年未満 29 3.14 1.27
1～5年未満 110 3.14 1.03
5～7年未満 46 3.26 1.20
7～10年未満 55 2.90 1.11
10～20年未満 113 2.93 1.16
20年以上 67 2.80 1.30
1年未満 29 35.79 7.45
1～5年未満 110 34.05 6.58
5～7年未満 46 34.20 6.52
7～10年未満 55 35.15 7.21
10～20年未満 113 33.96 6.30
20年以上 67 33.81 6.78
親和欲求 1年未満 29 3.58 1.02
1～5年未満 110 3.62 0.64
5～7年未満 46 3.68 0.74
7～10年未満 55 3.65 0.75
10～20年未満 113 3.51 0.72
20年以上 67 3.53 0.68
充実感 1年未満 29 3.30 1.22
1～5年未満 110 3.20 0.85
5～7年未満 46 3.20 1.02
7～10年未満 55 3.36 0.94
10～20年未満 113 3.17 0.89
20年以上 67 3.34 0.86
































そこから係長・主任クラスで 3.06、次長・課長クラスで 3.68 と上昇傾向となり、




図表 27：職位による差の検定  
 
職位 度数 平均値 標準偏差 F値 p値
上昇志向 経営者・役員クラス 9 3.39 1.08
事業部長・部長クラス 11 3.91 1.09
次長・課長クラス 38 3.68 1.18
係長・主任クラス 85 3.06 1.17
一般社員 276 2.86 1.11
その他 1 1.00
キャリア発達 経営者・役員クラス 9 3.40 0.65
事業部長・部長クラス 11 3.57 0.49
次長・課長クラス 38 3.35 0.89
係長・主任クラス 85 3.24 0.72
一般社員 276 3.03 0.80
その他 1 1.25
経営者・役員クラス 9 37.89 6.37
事業部長・部長クラス 11 38.73 6.50
次長・課長クラス 38 35.79 7.98
係長・主任クラス 85 35.28 6.22
一般社員 276 33.48 6.47
その他 1 26.00
充実感 経営者・役員クラス 9 4.15 0.85
事業部長・部長クラス 11 3.64 0.72
次長・課長クラス 38 3.39 0.99
係長・主任クラス 85 3.16 0.86
一般社員 276 3.21 0.92
その他 1 2.67
自己実現 経営者・役員クラス 9 4.39 0.55
事業部長・部長クラス 11 4.36 0.64
次長・課長クラス 38 4.13 0.69
係長・主任クラス 85 4.06 0.67
一般社員 276 3.93 0.75
その他 1 3.00
貢献意欲 経営者・役員クラス 9 4.31 0.65
事業部長・部長クラス 11 3.80 0.47
次長・課長クラス 38 3.57 1.04
係長・主任クラス 85 3.72 0.79
一般社員 275 3.58 0.82
その他 1 4.25
人事施策 経営者・役員クラス 9 3.72 0.54
事業部長・部長クラス 11 3.07 0.94
次長・課長クラス 38 2.96 0.93
係長・主任クラス 85 2.96 0.85
一般社員 276 2.89 0.86
その他 1 2.75
親和欲求 経営者・役員クラス 9 3.80 0.51
事業部長・部長クラス 11 3.76 0.39
次長・課長クラス 38 3.64 0.75
係長・主任クラス 85 3.69 0.66
一般社員 276 3.53 0.75
その他 1 2.80






























図表 28：年齢層による差の検定  
 
年齢層 度数 平均値 標準偏差 F値 p値
自己実現 20－24歳 22 4.07 0.68
25－29歳 62 4.20 0.65
30－34歳 84 3.93 0.74
35－39歳 84 3.83 0.82
40－44歳 44 4.16 0.62
45－49歳 40 4.01 0.80
50－54歳 46 3.87 0.73
55－59歳 38 4.07 0.63
上昇志向 20－24歳 22 3.09 1.23
25－29歳 62 3.35 1.06
30－34歳 84 3.10 1.18
35－39歳 84 2.91 1.10
40－44歳 44 2.83 1.13
45－49歳 40 3.10 1.27
50－54歳 46 2.60 1.07
55－59歳 38 3.05 1.27
充実感 20－24歳 22 3.17 0.92
25－29歳 62 3.30 0.81
30－34歳 84 3.21 0.88
35－39歳 84 3.17 0.93
40－44歳 44 3.05 1.13
45－49歳 40 3.16 0.98
50－54歳 46 3.42 0.88
55－59歳 38 3.52 0.82
人事施策 20－24歳 22 3.20 0.77
25－29歳 62 3.08 0.89
30－34歳 84 2.98 0.90
35－39歳 84 2.89 0.81
40－44歳 44 2.96 0.88
45－49歳 40 2.79 0.93
50－54歳 46 2.82 0.85
55－59歳 38 2.80 0.88
20－24歳 22 34.50 5.28
25－29歳 62 33.60 6.55
30－34歳 84 35.44 6.61
35－39歳 84 33.61 7.14
40－44歳 44 34.86 6.85
45－49歳 40 34.40 7.00
50－54歳 46 33.24 6.70
55－59歳 38 34.50 6.03
親和欲求 20－24歳 22 3.53 0.96
25－29歳 62 3.69 0.76
30－34歳 84 3.61 0.76
35－39歳 84 3.55 0.68
40－44歳 44 3.56 0.71
45－49歳 40 3.62 0.70
50－54歳 46 3.45 0.70
55－59歳 38 3.59 0.58
貢献意欲 20－24歳 22 3.67 0.97
25－29歳 62 3.64 0.72
30－34歳 84 3.71 0.96
35－39歳 84 3.54 0.75
40－44歳 44 3.60 0.89
45－49歳 40 3.59 0.82
50－54歳 46 3.67 0.83
55－59歳 38 3.68 0.76
キャリア発達 20－24歳 22 3.07 0.86
25－29歳 62 3.19 0.78
30－34歳 84 3.15 0.82
35－39歳 84 3.14 0.74
40－44歳 44 2.99 0.93
45－49歳 40 3.14 0.78
50－54歳 45 3.10 0.74























の合計値と７つの因子についてｔ検定を行った。その結果は図表  29 の通りであ
る。従業員規模による差が有意であることを示した因子はみられなかった。  
 
図表 29：従業員規模による差の検定  
 
従業員規模 度数 平均値 標準偏差 F値 p値
人事施策 100名以下 127 2.81 0.93
101－500名 83 2.93 0.87
501－1000名 41 2.91 0.97
1001－5000名 78 2.92 0.75
5001名以上 91 3.12 0.81
100名以下 127 33.65 6.09
101－500名 83 33.67 7.55
501－1000名 41 35.59 6.25
1001－5000名 78 34.95 6.00
5001名以上 91 34.48 7.25
自己実現 100名以下 127 4.02 0.78
101－500名 83 3.90 0.74
501－1000名 41 3.99 0.67
1001－5000名 78 3.94 0.73
5001名以上 91 4.10 0.67
充実感 100名以下 127 3.20 1.03
101－500名 83 3.18 0.86
501－1000名 41 3.50 0.83
1001－5000名 78 3.20 0.87
5001名以上 91 3.29 0.90
キャリア発達 100名以下 127 3.04 0.79
101－500名 83 3.12 0.86
501－1000名 41 3.28 0.68
1001－5000名 78 3.12 0.77
5001名以上 91 3.17 0.82
親和欲求 100名以下 127 3.54 0.79
101－500名 83 3.56 0.72
501－1000名 41 3.75 0.80
1001－5000名 78 3.57 0.67
5001名以上 91 3.60 0.63
貢献意欲 100名以下 126 3.56 0.83
101－500名 83 3.65 0.84
501－1000名 41 3.57 1.05
1001－5000名 78 3.68 0.74
5001名以上 91 3.70 0.80
上昇志向 100名以下 127 3.00 1.12
101－500名 83 3.04 1.07
501－1000名 41 3.02 1.18
1001－5000名 78 3.02 1.25























合計値と７つの因子についてｔ検定を行った。その結果は図表  30 の通りである。 




1.61、n.s.）は年収による差が有意とならなかった。   






図表 30：個人年収による差の検定  
 
個人年収 度数 平均値 標準偏差 F値 p値
200万円未満 18 29.78 10.20
200－399万円 139 33.20 5.70
400－599万円 123 34.40 6.47
600－799万円 60 35.80 6.33
800－999万円 23 38.83 6.99
1000－1199万円 9 39.44 5.43
1200－1499万円 7 39.71 7.72
1500－1999万円 1 48.00 －
2000万円以上 1 37.00 －
不明 39 32.08 5.73
キャリア発達 200万円未満 18 2.94 1.03
200－399万円 139 2.99 0.77
400－599万円 123 3.24 0.75
600－799万円 60 3.20 0.80
800－999万円 23 3.36 0.96
1000－1199万円 9 3.71 0.57
1200－1499万円 7 3.50 0.74
1500－1999万円 1 4.38 －
2000万円以上 1 3.38 －
不明 39 2.80 0.69
上昇志向 200万円未満 18 2.72 1.31
200－399万円 139 2.80 1.04
400－599万円 123 3.13 1.16
600－799万円 60 3.14 1.22
800－999万円 23 3.28 1.44
1000－1199万円 9 3.44 0.98
1200－1499万円 7 3.57 1.10
1500－1999万円 1 5.00 －
2000万円以上 1 4.00 －
不明 39 2.86 1.14
充実感 200万円未満 18 3.44 1.10
200－399万円 139 3.15 0.96
400－599万円 123 3.24 0.91
600－799万円 60 3.23 0.83
800－999万円 23 3.57 0.98
1000－1199万円 9 3.93 0.74
1200－1499万円 7 3.24 1.05
1500－1999万円 1 5.00 －
2000万円以上 1 4.00 －
不明 39 3.10 0.75
自己実現 200万円未満 18 4.00 0.86
200－399万円 139 3.96 0.72
400－599万円 123 4.06 0.74
600－799万円 60 4.03 0.67
800－999万円 23 4.17 0.75
1000－1199万円 9 4.17 0.66
1200－1499万円 7 4.21 1.04
1500－1999万円 1 5.00 －
2000万円以上 1 4.00 －
不明 39 3.65 0.66
貢献意欲 200万円未満 18 3.56 0.98
200－399万円 139 3.59 0.80
400－599万円 123 3.73 0.79
600－799万円 59 3.67 0.86
800－999万円 23 3.67 1.02
1000－1199万円 9 4.06 0.75
1200－1499万円 7 3.64 1.10
1500－1999万円 1 5.00 －
2000万円以上 1 3.50 －
不明 39 3.31 0.76
人事施策 200万円未満 18 3.15 0.93
200－399万円 139 2.93 0.91
400－599万円 123 2.86 0.81
600－799万円 60 2.94 0.87
800－999万円 23 3.14 1.11
1000－1199万円 9 3.39 0.52
1200－1499万円 7 3.32 0.80
1500－1999万円 1 4.00 －
2000万円以上 1 3.75 －
不明 39 2.71 0.75
親和欲求 200万円未満 18 3.59 0.79
200－399万円 139 3.60 0.74
400－599万円 123 3.62 0.73
600－799万円 60 3.52 0.67
800－999万円 23 3.70 0.82
1000－1199万円 9 3.96 0.42
1200－1499万円 7 3.26 0.70
1500－1999万円 1 4.20 －
2000万円以上 1 4.00 －
不明 39 3.39 0.68










































Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ
Ⅰ GSE － .603** .308** .237** .383** .398** .258** .397**
Ⅱ キャリア発達 － .452** .392** .494** .546** .449** .412**
Ⅲ 貢献意欲 － .273** .515** .295** .325** .422**
Ⅳ 人事施策 － .286** .176** .532**   .080
Ⅴ 親和欲求 － .409** .433** .340**
Ⅵ 上昇志向 － .165** .344**
Ⅶ 充実感 － .117*
Ⅷ自己実現 －








として分析した結果が図表  32 である。決定係数（R2）は .39（F=38.918、p <.001）
で有意な結果を示した。標準偏回帰係数（β）をみると、「キャリア発達」（β＝ .48、







B SE B β
独立変数
　キャリア発達 4.01 0.46 .48 ***
　貢献意欲 -0.33 0.39 -.04
　人事施策 0.18 0.36 .02
　親和欲求 0.86 0.46 .09
　上昇志向 0.30 0.27 .05
　充実感 -0.18 0.36 -.02
　自己実現 1.54 0.41 .17 ***





第４節 GSE 高スコア群と低スコア群の比較分析 
第１項 設問毎の平均値・標準偏差・回答割合 
 本節では、男性の GSE 合計値の平均は 35.23 を基準として GSE 合計値 36 以上の
サンプルを GSE 高スコア群（n＝173。以下「GSE 高群」という。）と設定し、他
方、GSE 合計値 35 以下を GSE 低スコア群（n＝247。以下「GSE 低群」という。）






これら３項目は標準偏差が１以下で相対的に低い値を示した。   
両群の特徴的な違いとしては、GSE 高群では「社員の昇格は公正に行われてい
る」が平均値の高い順で 40 質問中、38 番目（M＝3.03）であるのに対し、GSE 低
群では 29 番目（M＝2.86）、同様に「人事考課は自身のことを正確に評価してい
る」については、GSE 高群では 35 番目（M＝3.19）、GSE 低群は 26 番目（M＝





































































































い順から並べた結果は図表  35 の通りである。  
平均値の最も高い因子項目は、GSE 高群と GSE 低群ともに「自己実現」（M＝
4.33、3.76）であり、次いで「貢献意欲」（M＝3.91、3.44）、３番目に「親和欲求」
（M＝3.85、3.40）と続いた。一方、最も平均値の低い因子項目は、GSE 高群では
「人事施策」（M＝3.11）、GSE 低群では「上昇志向」（M＝2.66）であった。  
 
図表 35：（GSE 高群・低群）因子の平均値・標準偏差 
 
  
因子項目 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値の差
自己実現 4.33 0.60 3.76 0.72 0.57
貢献意欲 3.91 0.82 3.44 0.78 0.47
親和欲求 3.85 0.74 3.40 0.65 0.45
キャリア発達 3.61 0.71 2.78 0.67 0.82
上昇志向 3.51 1.14 2.66 1.04 0.86
充実感 3.42 1.02 3.12 0.82 0.30




第３項 t 検定  
GSE 高群と低群の差の検定を行うために、７因子について t 検定を行った。その
結果は図表  36 の通りである。両群を比較して平均値の差が最も大きい因子は「上
昇志向」で平均値の差 0.85、次いで「キャリア発達」の平均値の差 0.83 であった。 
他方、平均値の差が最も小さい因子は、「充実感」と「人事施策」で平均値の差
それぞれともに 0.3 であった。  
 





度数 平均値 標準偏差 t値 p値
GSE高群 173 3.61 0.71
GSE低群 247 2.78 0.67
GSE高群 173 4.33 0.60
GSE低群 247 3.76 0.72
GSE高群 173 3.51 1.14
GSE低群 247 2.66 1.04
GSE高群 173 3.85 0.74
GSE低群 247 3.40 0.65
GSE高群 173 3.91 0.82
GSE低群 246 3.44 0.78
GSE高群 173 3.11 1.01
GSE低群 247 2.81 0.73
GSE高群 173 3.42 1.02
GSE低群 247 3.12 0.82

















各因子間の相関について確認する。まず、GSE のほか７つの因子について GSE 高
群および低群のそれぞれにおいて相関を調べる。結果は、図表  37 および図表  38 に
示した通りであった。   
 
図表 37：（GSE 高群）全因子の相関分析結果 
 
 
図表 38：（GSE 低群）全因子の相関分析結果 
 
  
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ
Ⅰ GSE － .477
** .217** .229** .200** .224** .221** .316**
Ⅱ キャリア発達 － .403** .474** .426** .486** .491** .356**
Ⅲ 貢献意欲 － .257** .465** .258** .329** .337**
Ⅳ 人事施策 － .309** .094 .635** .020
Ⅴ 親和欲求 － .442** .371** .218**
Ⅵ 上昇志向 － .152* .358**
Ⅶ 充実感 － -.008
Ⅷ自己実現 －
* p  < . 05、　** p  < . 01
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ
Ⅰ GSE － .320
** .103 .115 .282** .174** .220** .081
Ⅱ キャリア発達 － .354** .249** .404** .422** .381** .224**
Ⅲ 貢献意欲 － .222** .474** .183** .267** .370**
Ⅳ 人事施策 － .187** .156* .382** .011
Ⅴ 親和欲求 － .244** .447** .282**
Ⅵ 上昇志向 － .084 .163*
Ⅶ 充実感 － .112
Ⅷ自己実現 －





それぞれ重回帰分析した結果が図表  39 である。   
決定係数（R2）は GSE 高群が .22（F＝8.083、p <.001）、GSE 低群が .12（F= 5.589、
p <.001）でともに有意な結果を示した。標準偏回帰係数は GSE 高群においては「キ
ャリア発達」（β＝ .422、p <.001）、「自己実現」（β＝ .187、p <.05）が正の有意を
示した。また、GSE 低群においては「キャリア発達」（β＝ .233、p <.01）、「親和
欲求」（β＝ .196、p <.05）が正の有意を示した。  
 
図表 39：（GSE 高群・低群）GSE（従属変数）の重回帰分析結果  
 
  
　　B 　　SE B 　　β 　　B 　　SE B 　　β
独立変数
　キャリア発達 2.341 0.535 .42 *** 1.458 0.468 .23 **
　貢献意欲 -0.057 0.388 -.01 -0.529 0.395 -.10
　人事施策 0.111 0.354 .03 0.071 0.383 .01
　親和欲求 -0.042 0.454 -.01 1.272 0.495 .20 *
　上昇志向 -0.156 0.290 -.05 0.159 0.275 .04
　充実感 0.041 0.363 .01 0.317 0.377 .06
　自己実現 1.223 0.510 .19 * -0.019 0.386 .00
      R 2 .22*** .12***
従属変数： 一般性セルフ・エフィカシー（GSE）合計値







ケージ  SPSS の Amos26.0 プログラムを使用して共分散構造分析を行った。  
 
第１項 全体モデル 
共分散構造分析を行った結果、採用したモデルが図表  40 である。本モデルの適
合度は  GFI19＝ .996、AGFI20＝ .981、RMSEA21＝ .018 の数値を示した（図表  41）。
なお、全７因子のうち「人事施策」および「親和欲求」の各因子については本モデ
ルに採用されなかった。  
図表 40：モデルの分析結果（全体）  
 
 
図表 41：モデルの適合度指標（全体）  
  CMIN  ｄｆ p 値  GFI AGFI RMSEA 
モデル  5.699 5 .337 .996 .981 .018 
 
19 GFI：Goodness of Fit Index の略、適合度指標。 
20 AGFI：Adjusted Goodness of Fit Index の略、修正適合度指標。 



























たパス確認する。全てのパスの係数は図表  42 の通りである。  
まず、「GSE」を従属変数とするパスは、「上昇志向」が起点となり「キャリア
発達」（β＝ .39、p <.001）、  「貢献意欲」（β＝ .30、p <.001）および「自己実現」
（β＝ .24、p <.001）に影響を与え、「貢献意欲」は「自己実現」（β＝ .35、p <.001）、
「充実感（β＝ .33、p <.001）」および「キャリア発達」（β＝ .16、p <.001）の３つに
パスが分岐した。その後、「充実感」は「キャリア発達」に影響を与えた（β＝ .31、
p <.001）。続いて、分岐した「キャリア発達」と「自己実現」から最終的に「GSE」
にパスが引かれた（β＝ .53、p <.001、β＝ .18、p <.001）。   
また、５因子から「GSE」までのパスにおける各因子の直接効果および間接効果




      B SE B β   
貢献意欲  <--- 上昇志向  0.21  0.03  .30 *** 
自己実現  <--- 上昇志向  0.15  0.03  .24 *** 
自己実現  <--- 貢献意欲  0.31  0.04  .35 *** 
充実感  <--- 貢献意欲  0.36  0.05  .33 *** 
キャリア発達  <--- 上昇志向  0.27  0.03  .39 *** 
キャリア発達  <--- 貢献意欲  0.16  0.04  .16 *** 
キャリア発達  <--- 充実感  0.27  0.03  .31 *** 
キャリア発達  <--- 自己実現  0.19  0.04  .18 *** 
GSE <--- 自己実現  1.63  0.39  .18 *** 
GSE <--- キャリア発達  4.42  0.36  .53 *** 
 *** p < .001       
 
図表 43：GSE への直接効果および間接効果 
  キャリア発達  自己実現 上昇志向 貢献意欲 充実感 
β .53 .18、.09 .34 .23 .17 
   ※自己実現の β 値.09、上昇志向、貢献意欲および充実感の β 値は間接効果を示す。 
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第３項 GSE 高群と低群のモデル比較 
 続いて、GSE 高群および低群を比較するため共分散構造分析を行った。図表  44 
が GSE 高群、図表  47 が GSE低群のモデルの分析結果である。GSE 高群は群分けし
ていない全体モデル（図表  40）と同じパスが引かれた。なお、パス係数は示す通り
であり、全体モデルのパス係数から変動がみられる。GSE 高群のモデルの適合度は
GFI＝.982、AGFI＝.938、RMSEA＝.059 となり（図表  45）、一方の GSE低群のモ
デルの適合度は GFI＝.985、AGFI＝.945、RMSEA＝.069 となった（図表 48）。GSE
高群と GSE低群ともに RMSEA が良好ではない値を示したが、どちらもモデルとし








示した（GSE 高群：β＝.44、p <.001、全体モデル：β＝.31、p <.001）。  
また、同様に「自己実現」から「キャリア発達」」へのパスは全体モデルと比較し
て僅かながら高いパス係数を示した（GSE 高群：β＝ .24、p <.001、全体モデル：

















図表 45：（GSE 高群）モデルの適合度指標 
  CMIN  ｄｆ p 値  GFI AGFI RMSEA 




図表 46：（GSE 高群）GSE への直接効果および間接効果 
  キャリア発達   自己実現  上昇志向  貢献意欲 充実感  
β .42 .17、.10 .25 .13 .18 
































図表 48：（GSE 低群）モデルの適合度指標 
  CMIN  ｄｆ p 値  GFI AGFI RMSEA 




図表 49：（GSE 低群）GSE への直接効果および間接効果 
  キャリア発達   親和欲求 上昇志向  貢献意欲 
β .32 .14 .11 .07 


















図表 50：（GSE 高群）パス係数 
        B   SE B β   
貢献意欲  <--- 上昇志向  0.19  0.05  .26 *** 
自己実現  <--- 貢献意欲  0.19  0.05  .26 *** 
自己実現  <--- 上昇志向  0.15  0.04  .29 *** 
充実感  <--- 貢献意欲  0.41  0.09  .33 *** 
キャリア発達  <--- 自己実現  0.28  0.07  .24 *** 
キャリア発達  <--- 充実感  0.31  0.04  .44 *** 
キャリア発達  <--- 上昇志向  0.21  0.04  .33 *** 
GSE <--- キャリア発達  2.32  0.40  .42 *** 
GSE <--- 自己実現  1.09  0.47  .17 ** 




図表 51：（GSE 低群）パス係数 
         B SE B β   
貢献意欲  <--- 親和欲求  0.53  0.07  .45 *** 
上昇志向  <--- 親和欲求  0.38  0.10  .25 *** 
キャリア発達  <--- 親和欲求  0.25  0.06  .26 *** 
キャリア発達  <--- 上昇志向  0.21  0.04  .33 *** 
キャリア発達  <--- 貢献意欲 0.18  0.05  .21 *** 
GSE <--- キャリア発達  2.00  0.40  .32 *** 



























であることを示さなかった。回答者 420 名において GSE の平均値が最も高い年齢
層は 30 才～34 才で平均値は 35.44、他方、GSE の平均値が最も低い年齢層は 50 才
～54 才で平均値は 33.24 であった。  
 次に GSE に対して、どの因子が有意な影響を与えるかを確認するため重回帰分
析を行った。調査対象のサンプル全体では「キャリア発達」および「自己実現」の
２因子が正の有意な差を示した。  また、GSE 合計値 36 以上のサンプルを GSE 高
スコア群（n＝173、GSE 高群）、GSE 合計値 35 以下を GSE 低スコア群（n＝247、




















































































間接効果の双方が認められた（全体モデル 直接効果 β＝.18、間接効果 β＝.09、






































とが望ましいと考えられる。   
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